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＜目的＞ 

 摂津市が定めた運営方針等をふまえ、効果的、効率的な業務がなされているか

について、適切に評価を行い、その結果を活かしてより良い運営や活動に向けた

取組の充実を図るとともに、不十分な点については改善に向けた取組を行って

いくことを目的としています。 

 

＜項目＞ 

 「摂津市地域包括支援センターの運営の実施に係る方針」および「摂津市地域

包括支援センター業務委託仕様書」に基づき、評価項目を設定しています。 

 

＜基準＞ 

次の 4段階で評価します。 

「4」…指標以上に業務を実施できた。 

「3」…指標通りに業務を実施できた。 

「2」…業務を実施したが指標には至らなかった。 

「1」…業務を実施できなかった。 

 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、下記の通り評価します。 

○当初の予定とは異なる形だが、工夫をして類似の対応を行った場合。 

 ⇒業務を実施したものとして評価します。 

（例）・密集を避けるため、「はつらつ元気でまっせ講座」の場で健康づくりグル

ープへの加入促進を行うことはできなかったが、健康づくりグループに

加入するメリットをまとめた資料を作成し、講座で配付をしてもらった。 

  ・集会等が中止・縮小されている都合で出前講座として出向くことはできな

かったが、関係団体等に対して講座で知りたい内容をヒアリングし、資

料を作成して、配布をした。 

 

○新型コロナウイルス感染症の影響により遂行できず対応を行わなかった場合 

 ⇒業務を実施できなかったものとして評価します。 

 

 



＜手順＞ 

①地域包括支援センターが「摂津市地域包括支援センター評価表」を用いて職員

全員で検討し自己評価を行い、市へ提出します。 

②自己評価に基づくヒアリングを市が行います。 

③ヒアリングをふまえ、市が「摂津市地域包括支援センター評価表」を用いて評

価を行います。 

④評価結果について、摂津市地域包括支援センター運営協議会が承認を行いま

す。 

⑤承認された評価結果を、市がホームページ等で公表します。 

 

＜期間＞ 

 令和３年度（令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月 31日まで） 

 

＜時期＞ 

 令和 4年 4月 

 



●「令和３年度摂津市地域包括支援センターの運営の実施に係る方針」に基づくもの●

自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

1 地域包括ケアシステム
の構築

・センターは地域包括ケアシステムの実
現に向けた中核的な機関であることを、
全職員が理解している。
・地域包括支援センターの周知活動に努
めている。
　[周知活動の具体的な内容]

　[各地区の民生児童委員、自治会、老人
クラブ、各高齢者通いの場（委託型つど
い場、補助型つどい場、街かどデイハウ
ス）への周知活動：それぞれ年1回以上]

3

・包括ミーティングにて地域包括ケア
システムの中核的な機関であることを
伝え、職員全員が理解している。
［周知活動の具体的な内容］
・令和3年6月からの認知症初期集中支
援チームの活動や11月より開所した鳥
飼分室を加えたリーフレットを3師
会、民生委員、老人クラブ、つどい
場、地域ケア会議全体会議委員に配布
し、安威川以南のスーパー2か所と
ホームセンター1か所に配架を依頼し
た。
・各中学校区の地区民協、つどい場、
街かどデイハウスに出向き、消費者被
害の防止、介護予防の情報提供を行っ
た。
［地区民協　年5回（各中学校区1
回）、老人クラブ　1回、つどい場　8
回、街かどデイハウス1回］

＜課題＞
・市民に対し包括が何をするところか
の周知が必要。本所と鳥飼分室とで対
応できる業務に違いがあることの周知
も必要である。
＜今後の取組＞
・包括のリーフレット配布を継続す
る。リニューアルした社協ホームペー
ジや社協ニュースを活用し業務内容等
の周知に努める。
・各団体へ出向き、包括業務の説明や
介護予防活動や権利擁護等に関する情
報発信に務める。

2

全職員が地域包括ケアシステムについ
て理解をしている点は評価しますが、
従前どおりのリーフレット配架以外の
周知活動や、自治会等、周知先の新た
な発掘を求めます。

2 地域ごとのニーズに応
じて重点的に行うべき
業務

・高齢者が集まる場に積極的に足を運
び、実態把握を行っている。
・地域ごとのニーズについて、センター
内で情報共有を図り、検討を行ってい
る。
　[地域ニーズにかかるセンター内ミー
ティングおよび社会福祉協議会地域福祉
課とのミーティング：月1回以上]

3

・コロナ禍であるが状況を見ながら可
能な限り高齢者の集まる場所に出向い
た。
・月1回社協係長ミーティングを行い
社協内での情報共有等を図っている。
・2か月に１回、地域福祉課CSW等との
連絡会において事例の検討や情報共有
を行っている。

＜課題＞
・コロナ禍のため関係機関との情報共
有が不十分であった。
＜今後の取組＞
・コロナ感染症の状況を確認し、可能
な範囲で訪問を行う。
・引き続き社協内の情報共有を密に図
る。
・関係機関等とはWEB等も活用し情報
共有を図る。

2

つどい場、街かどデイハウス、地区民
協へ出向いて、孤立や認知症の問題な
どの話を聞いていることを確認しまし
た。コロナ禍は今後も続く可能性があ
るため、対面以外の方法を検討するこ
とを求めます。

3 地域社会との連携及び
専門職との連携構築

・地域ケア会議、認知症支援プロジェク
トチーム会議、在宅医療・介護連携推進
のための多職種連携研修会、暮らしの応
援協議会（協議体）等の機会を活用し、
地域社会や専門職と共通認識を持つこと
に努めている。 3

・地域ケア会議個別ケース会議を4回
開催、認知症プロジェクトチーム会議
を5回開催し地域の事、高齢者の実情
について関係者と話し合った。
・在宅医療介護連携支援コーディネー
ターとの連携を図り、研修会を開催し
た。
・「よりそいクラブ」の発足に向け、
生活支援コーディネータとの会議を３
回行った。

＜課題＞
・関係者間での連携体制を強化するた
め話し合う機会を増やしていく必要が
ある。
＜今後の取組＞
・それぞれの役割を理解してもらえる
ように情報発信の機会を増やし、連携
を図る。

3

・多職種との連携に関して、「在宅が
できるかどうか」の判断について共通
認識をもつことが重要であることを確
認しました。
・今後の取組にあるように、まずは、
社協内でコミュニティーソーシャル
ワーカーや生活支援体制コーディネー
ター等との、それぞれの役割の理解を
深めていただき、社協内での連携強化
を図ってください。

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

4 介護予防ケアマネジメ
ント

・介護予防・日常生活支援総合事業にお
ける介護予防ケアマネジメントにおい
て、本人の持つ能力・興味・関心を引き
出し、本人が自立的に取り組めるように
努めている。
・現行相当サービスのみならず、訪問型
サービスＡ、通所型サービスＣ、一般介
護予防サービスの活用を図っている。
　[訪問Ａの活用件数：実数で年5件以上]
　[通所Ｃの活用件数：実数で年30件以
上]
　[高齢者通いの場（委託型つどい場、補
助型つどい場、街かどデイハウス）の活
用件数：実数で年12件以上]
　[保健センター職員によるケアプラン作
成に対する技術的助言の活用件数：実数
で年5件以上]

3

・訪問Aの活用について、市、訪問A事
業所、包括で意見交換を2回行い、検
討内容や市からの情報提供を包括内の
ミーティングにて周知した。
・総合相談受付時につどい場の案内を
2件行っており、その後の利用確認を
行っている。（利用件数　0件）
・介護者家族の会が行う楽々カフェや
特養ひかりのオレンジカフェ等への紹
介を行った。
[訪問Ａの活用件数： 8名利用
[通所Ｃの活用件数： 54名
[高齢者通いの場（委託型つどい場、
補助型つどい場、街かどデイハウス）
の活用件数：0件]
[保健センター職員によるケアプラン
作成に対する技術的助言の活用件数：
21名］

＜課題＞
・総合相談で聞き取る内容とつどい場
等の案内がマッチング出来ないことが
多い。

＜今後の取組＞
・高齢者通いの場の案内のリーフレッ
トを作成し、包括のリーフレットと合
わせ様々な機会に配布する。
・訪問A、訪問D、通所C、一般介護予
防サービスの活用を図る。
・市民が日頃より介護予防活動が意識
出来るよう情報発信を行う。

2

・訪問Aの活用について、意見交換を
活用して課題を話し合うことで、より
利用がしやすい環境になるように取り
組んだことを確認しました。
・通所Cについて、市内介護支援専門
員向けのアンケートを行い、今後の利
用促進に向けた課題整理を行ったこと
を確認しました。
・つどい場等へのマッチングについて
は、総合相談ではデイサービス等介護
保険サービスを選択される人が多く、
つどい場を希望する方が少ないという
課題があることを確認しました。
・従前相当サービス以外の活用の促進
に向けて、積極的に取組んだ姿勢は評
価しますが、通いの場の活用件数が0
件であるため評価は「2」としていま
す。
今後は、課題整理等を行い、地域包括
支援センター職員だけでなく、委託先
の介護支援専門員への働き掛けを行う
ことを求めます。

5 介護支援専門員に対す
る支援・指導

・介護支援専門員個々人の自主性を尊重
し、介護支援専門員個々人の気づきを促
している。
・積極的に介護支援専門員への情報提供
を行うとともに、ケアマネジメント支
援・指導を行っている。
　[ケアマネジメント支援・指導の件数]
・介護支援専門員からの困難事例の相談
に対して具体的な助言を行っている。
　[困難事例相談の対応件数]

3

・相談のあった介護支援専門員に対し
声掛けを行っている。
・困難事例等の対応、相談には必要に
応じて３専門職で連携し検討を行って
おり、経過を確認している。
［ケアマネジメント支援・指導の件数
2,216件］
［困難事例相談の対応件数 41件］

＜課題＞
・対応する事例が多く、きめ細かい支
援や指導・情報提供を充分行えていな
い。
＜今後の取組＞
・主任介護支援専門員連絡会を開催し
居宅介護支援事業所管理者に対し情報
提供や連携を図る。
・摂津市民を支援する介護支援専門員
向けの研修会を開催し、スキルアップ
を図る。
・コロナ禍でも開催できるオンライン
での研修会の開催を行う。

3

困難ケースの相談のあった介護支援専
門員に対し、その後の対応について、
聞き取りをする等、フォローしている
ことを確認しました。
介護支援専門員個人だけでなく、連絡
会等を通して、事業所管理者ごとに指
導事項等を情報共有していくことを確
認しました。
引き続き、困難ケースに対しての相談
や指導に努めてください。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

6 地域ケア会議の運営 ・個別ケース会議を随時開催し、個別事
例の課題を解決し、フォローアップを
行っている。
　[個別ケース会議を活用した対応件数：
年15件以上]
・介護支援専門員の資質向上の視点を持
ち、各介護支援専門員が年に1回は個別事
例を提供するよう働きかけを行ってい
る。 2

コロナ禍で高齢の方や支援者の参加の
呼掛けが出来ず、個別ケース会議の開
催が思うようにできなかった。
［個別ケース会議を活用した対応件
数：４件］
・個別ケース会議開催が困難であり、
介護支援専門員に対しての声掛けも不
十分であった。

＜課題＞
・本人、家族の同意が得られないため
に個別ケース会議の開催が出来ないこ
ともある。
・介護支援専門員によっては困難事例
のケース会議と地域ケア会議個別ケー
ス会議の区別が付きにくいことがあ
る。
・介護支援専門員が望む地域ケア会議
との乖離がある。
＜今後の取組＞
・個別ケース会議の参加メンバーによ
りオンライン、ハイブリッドでの開催
を検討する。

2

本人、家族の同意が得られない場合
は、関係機関等とのケースカンファレ
ンスで対応方針等を話し合っているこ
とを確認しました。
個別ケース会議を活用した対応件数が
指標に至っていないため「2」としま
した。
困難事例のケース会議と地域ケア会議
個別ケース会議の区別をつけるため、
地域ケア会議の活用事例等、介護支援
専門員への情報提供の検討を求めま
す。
介護支援専門員が望む地域ケア会議に
ついて整理の上で市への提言を行うこ
と、また、行政とともに今後の地域ケ
ア会議のあり方を検討することを求め
ます。

・さまざまな関係者が意見を述べること
ができるように努めている。
[中学校区全体会議：各校区年1回以上]
・個別ケースの検討のみならず、その背
景に存在する地域課題の把握を行うとい
う視点を持っている。
・決定事項を構成員が共有する仕組みを
講じている。

2

・全体会議を書面開催にて行った。
（個別ケース会議報告、オンライン活
用のアンケート概要版、つどい場一
覧、消費者被害防止のチラシを送付）
［中学校区全体会議：各校区年１回］

＜課題＞
・参加しやすい開催方法の検討。
＜今後の取組＞
・全体会議の開催時期や参加方法を検
討する。

1

書面開催について、新型コロナウイル
スの感染期間が続いたため、一定の事
情があることは理解しますが、書面の
送付のみで構成員の意見を記載する用
紙が同封されておらず、構成員の意見
を述べる機会がありませんでした。
そのため、会議を実施していなものと
して評価しています。
令和4年度については、必ず実施して
いただくよう、強く求めます。

7 市との連携 ・市への報告、連絡、相談を適宜行い、
情報の共有を図っている。

3

・月１回地域包括連絡会、及び適宜市
への報告、連絡、相談等、情報共有を
行っている。

＜今後の取り組み＞
・引き続き連携を密に図る。

3

連絡会では、介護保険に関する議題も
あがることから、市の担当係とも情報
共有していく必要があります。市とし
ても介護保険担当職員も連絡会に同席
の上、情報共有に努めます。

8 公正・中立性の確保 ・センターは公正・中立でなければなら
ないことを全職員が理解している。
・サービスが特定の事業者に偏らないよ
う配慮している。
　[訪問介護および通所介護のサービス事
業者占有率が50％未満]
・センター職員以外が事務所内に入らな
いようにしている。

3

・全職員に対し包括ミーティングにて
センターが公正・中立であることを伝
えており、理解している。
・センター職員以外が事務所内に入ら
ないようにしている。
・特定の事業所に偏らないように業務
を行っている。
[訪問介護および通所介護のサービス
事業者占有率が50％未満]最も高い占
有率：訪問介護13.40％　通所介護
13.63％

＜今後の取り組み＞
・引き続き包括ミーティング等を通じ
て公正・中立であることを理解し業務
に努める。

3

事業所の偏りについては、住宅改修
等、実施する事業者との打合せの状況
等から、偏りが見られそうなときは随
時、職員に指導をしていることを確認
しました。今後も、個々のプランナー
の偏りに留意するとともに、個々では
偏りがないものの包括全体としても偏
りが生じてないかを、継続して留意し
てください。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

9 緊急時の態勢整備 ・夜間・休日の連絡態勢を整備してい
る。

3

・地域包括支援センターリーフレット
及び社協ホームページに夜間や休日の
連絡先を記載。緊急連絡網の作成も
行っている。
・緊急時は①緊急当番職員②センター
長③総括主査④主査が対応を行う

＜今後の取り組み＞
・社協の体制上、可能な対応を継続す
る。

3

夜間や休日の緊急連絡については、市
の宿直で電話を受付け、包括へつない
でいます。また、連休等、長期の休日
には、事前に包括からケースの情報共
有を行い、緊急連絡のあった際に備え
ることができています。引き続き、緊
急時に対応できるよう連絡体制を継続
してください。

●「令和３年度摂津市地域包括支援センター業務委託仕様書」に基づくもの●

包括的支援事業
①介護予防ケアマネジメント業務（第一号介護予防支援事業）

介護予防ケアマネジメ
ント

上記の「4．介護予防ケアマネジメント」
に記載。 ― ― ― ― ―

②総合相談支援業務

1)様々な関係者との
ネットワークの構築

・ライフサポーター、民生児童委員、ボ
ランティア、介護保険事業者、医療関係
者とのネットワーク構築を行っている。

3

・ライフサポーター、CSW、生活支援
コーディネーター、ボランティア、民
生委員、介護保険事業者連絡会、医療
関係者等との連携を行っている。
・各中学校区の地区民協に参加しネッ
トワーク構築を行った。

＜課題＞
・多問題解決のため、構築したネット
ワークを広げる必要がある。
・関係機関とお互いの役割について相
互理解の必要がある。
＜今後の取組＞
・関係機関との連携を密にする。
・障害福祉サービス支援者と事例検討
会を通し、お互いの役割と理解を深め
る。

3

評価理由や課題が昨年度と同じであ
り、改善点が見受けられないように思
われます。すでに構築されたネット
ワークの維持は必要ですが、新たな
ネットワーク構築が必要であるとの課
題に対し、市外含め様々なネットワー
ク構築に向けた活動を求めます。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

2)高齢者世帯の実態把
握

・孤立している高齢者や重層的な課題を
抱えている高齢者等、潜在する高齢者の
把握を行っている。
　[問題が潜在する高齢者の把握件数]

3

・総合相談を通して表面化していない
が潜在的な問題や重層的な課題を抱え
ている高齢者を把握し、支援してい
る。［問題が潜在する高齢者の把握件
数８件〕
・対応した一例：夫婦世帯。２人共に
認知症を発症しており、妻が緊急に入
院の必要があったが、夫が心配で入院
を拒否した。他府県の親族、病院関係
者、民生委員、居宅介護支援専門員、
介護タクシー、ライフサポーター、地
域包括支援センターが連携し、支援を
拒否する夫に対して少しずつ信頼関係
を築いていった。介護保険の申請はし
たが利用はしておらず、現在も見守り
を継続している。

＜課題＞
・地域と孤立し、重層的な課題を抱え
ている高齢者や、その家族が増加して
いる。
・支援を拒否するケースに対して緊急
に対応することが増えている。

＜今後の取組み＞
・関係機関との連携、情報共有を図
り、短期間で制度に繋がらない場合で
あっても、継続的な支援体制を作る。

3

「問題が潜在する高齢者の把握件数」
について、包括への相談や通報等によ
り初めて把握することができた、重層
的な課題をもつケースであり、
潜在的な課題に気付けるよう、職員間
で情報共有に努めていることを確認し
ました。

3)初期段階の相談対応 ・相談に速やかに対応し、信頼関係の構
築に努めている。
・いつでも緊急性の判断を行えるよう、
チェックリスト等の活用を行うととも
に、専門性をふまえた対応を行ってい
る。
・緊急性が高いと判断した際に、速やか
に訪問するなど適切な対応ができてい
る。
　[緊急性が高いと判断し、訪問を行った
件数] 3

・相談者との信頼構築を意識し聞き取
りを行っている。
・チェックリストを作成し、緊急訪問
の判断が出来ている。
・緊急性が高いと判断した場合は速や
かに対応を行っている。必要に応じて
市との連携を図っている。
・緊急時に関係機関との連携や情報共
有を行っている。

[緊急性が高いと判断し、訪問を行っ
た件数　1件]
・対応した一例：妻より、夫がベッド
からずり落ち、昨夜より起き上がれな
いとの相談。以前、同様の件にて救急
要請を行ったことがあり、救急隊より
市役所に相談するように言われ、市役
所より包括を案内される。大柄な男性
のため社協地域福祉課の男性職員と訪
問し、対応を行った。介護認定申請代
行を行う。

＜課題＞
・全職員が緊急時対応をスムーズに行
う必要がある。
＜今後の取組＞
・全職員が緊急時対応が適切に行える
よう対応した事例の報告等を包括ミー
ティングにて行う。

3

緊急時には他機関とも連携して対応し
ていることが確認できました。ただ
し、昨年度同様、全職員が緊急時対応
をスムーズに行う必要があることを課
題としていることから、チェックリス
トの活用が不十分な点もあると考えら
れるため改善を求めます。
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評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

4)継続的・専門的な相
談支援

・策定した支援方針を記録に残し、それ
に基づいた支援を行っている。
・個別の支援に関する悩みや困っている
ことについて、常に3専門職がチームとし
て話し合う機会を設けている。

3

・それぞれ専門職チーム内での検討や
3専門職での検討を行い、支援の方針
等を検討し支援経過に記録し、支援を
行っている。

＜課題＞
・3専門職での検討を要する相談が増
えており、時間が充分に取れていな
い。
＜今後の取組＞
・市との連絡会等で経過を確認しなが
ら対応を継続する。
・関係機関との連携を密にし、状況確
認を行う。
・包括ミーティングを活用し事例検討
行い、個々のスキルアップを図り、検
討を要する時に各職員が対応できるよ
うにする。

3

支援経過は担当者が変わったとしても
すぐに把握できるよう整理されている
ことを確認しました。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

③権利擁護業務

1)高齢者虐待への対応 ・全職員が高齢者虐待防止法を理解して
おり、説明できる。
・チームで役割分担を行っている。
・本人だけでなく養護者への支援も行っ
ている。
・高齢者虐待防止の早期発見につながる
ための啓発活動を市と連携して行ってい
る。

3

.社会福祉協議会内で高齢者虐待を含
む権利擁護について内部研修を実施し
ている。
・情報共有をし、主担当不在時も迅速
な対応ができる体制をとっている。
・虐待のリスクが高い事例に対しては
頻繁に介護支援専門員との情報共有を
図り、早期に虐待の発生防止に努めて
いる。
・市主催の高齢者権利擁護研修に参画
している。

＜課題＞市民や介護支援専門員への高
齢者虐待防止の研修を開催できていな
い。
＜今後の取り組み＞・令和４年６月号
の社協ニュース、またホームぺージに
も介護者支援の情報を掲載する。
・認知症の理解、介護保険サービスの
紹介などをYouTube等のツールを使っ
て周知する。
・虐待防止の研修を開催する。

3

日頃より介護支援専門員、CSW、認知
症初期集中支援チームなど、他機関と
連携した対応や必要に応じて生活保護
制度や居住支援につなぐ支援等が実施
されていることを確認しました。引き
続き、市主催の入所施設向けの研修会
に参画するとともに、今後は包括主催
の市民や介護支援専門員を対象とした
研修会の実施を求めます。

2)成年後見制度の活用
促進

・全職員が成年後見制度を理解してお
り、説明できる。
・相談に適切に対応し、申立の支援を
行っている。
　[成年後見申立の支援件数]
・地域の高齢者や関係機関に成年後見制
度に関する啓発活動を市と連携して行っ
ている。

3

・社会福祉協議会内で成年後見制度を
含む権利擁護について内部研修を実施
している。
・市民や支援者からの成年後見制度に
ついての相談に対応し、申し立ての支
援を行っている。
［成年後見申立て支援件数11件]

＜課題＞
・浪費や身体状態の悪化での成年後見
の相談があり、制度の理解が進んでい
ない。
＜今後の取り組み＞
.成年後見制度に関するチラシを配布
する。講座の開催などの啓発活動を行
う。

3

時間をとりにくいケアマネジャーでも
視聴しやすいよう、短時間の動画を作
成し、youtube等で成年後見制度の理
解を促していくことを確認しました。
引き続き、制度の啓発と市民や支援者
からの制度についての相談に応じると
ともに、適宜、申立の書類作成等支援
に努めてください。

3)消費者被害の防止 ・消費者被害の動向を把握している。
・消費生活相談ルームや警察等との連携
を行っている。
・地域の高齢者や関係機関に消費者被害
に関する啓発活動を市と連携して行って
いる。

3

・特殊詐欺の傾向や被害状況を摂津警
察より聞き取り、「特殊詐欺あれこれ
情報」として見守り新鮮情報と一緒に
老人クラブ、民生児童委員連絡協議会
メンバーに配布した。
・同上の資料を介護保険事業所連絡会
へメール送信を依頼。介護支援専門員
に配布。
・大阪弁護士会の弁護士を講師に招き
高齢消費者講座を開催し、社協職員１
６名が受講。
高齢者に多い被害とその対策を学び、
周知している。
・市民の詐欺被害、未遂などを把握し
た時には消費生活相談ルームに連絡を
入れるなど、連携している。

＜課題＞
・特殊詐欺の被害は圧倒的に高齢者に
多く、市内でも発生している。
＜今後の取組み＞
.令和4年5月に発足する消費者安全確
保地域協議会の構成員として、連携
し、特殊詐欺の被害未然防止、被害拡
大防止に取り組んでいく。

3

・高齢者の特殊詐欺被害が多いため、
引き続き啓発活動に努めてください。
・今後の取組として、消費者安全確保
地域協議会には警察も構成員として含
まれるので、積極的に情報共有や連携
に活かしていただければと思います。
特に、高齢者の被害が多い特殊詐欺に
ついて、その種類ごとの市内での被害
件数の傾向も共有されているので、啓
発活動に活用してください。
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評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント
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評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

4)措置の支援 ・市が行う老人福祉施設等への措置の支
援として、訪問調査による事実確認等を
適宜行っている。

3

・虐待ケースへの聞き取りに高齢介護
課職員と同行した。事実や本人の意向
を確認し、即日、老人福祉施設への措
置となった。

＜今後の取組み＞
・本人、家族への聞き取りなど、市と
協力して事実確認の訪問調査を行う。

3

・市と協力して本人、家族への訪問調
査を行っていることから一定基準を満
たしていると評価します。
・事例によっては本人、家族への聞き
取りが難しい場合も想定されますの
で、関係機関等からの情報収集も含め
て、適切かつ迅速な事実確認に努めて
ください。

5)困難事例への対応 ・困難事例の情報共有を行い、対応終了
後に事例のふり返りを行っている。
・解決にむけて関係機関と連携してい
る。また、その関係性を継続するための
取組を行っている。

3

・包括内の各専門職が協議し、役割分
担をして問題解決を図っている。
・医療・介護・障害の各分野だけでな
く、社会福祉協議会内や行政、法律の
専門家等とも連携し、終了後には今後
の類似ケースに生かす為に振り返りを
行っている。

＜課題＞
・多問題を抱えている家族や、他者の
介入に対して拒否的な認知症の方が増
えている。
＜今後の取組み＞
・社会福祉協議会、行政、法律の専門
家と連携し問題解決を図っていく

3

・困難事例については、適宜振り返り
を行い、対応の検証を行い認識を共有
していることを確認しました。事例対
応者だけでなく、包括全職員、事例に
関わる関係機関とも情報共有に努めて
ください。
・弁護士相談などの法的助言を受ける
機会を積極的に活用するとともに、助
言を受けた内容についても包括職員で
の情報共有をお願いします。

6)研修会の開催 ・介護保険事業所職員や市民等を対象と
する、高齢者権利擁護にかかる研修会や
出前講座を開催している。
　[研修会開催の回数：年1回以上]
　[出前講座開催の回数：年5回以上]

3

・訪問介護事業所職員に対して、高齢
者虐待防止研修会を実施している。
（年１回）
・市開催の高齢者権利擁護研修に参画
している（打ち合わせ含め年3回）

＜課題＞
・対面も含めたハイブリッド形式の研
修が開催できていない。
＜今後の取組み＞
・研修の実施だけでなく、YouTube配
信でミニ講座の開催も検討していく。

2

R3年度については、社会福祉協議会の
訪問介護事業所職員に対して高齢者虐
待防止研修を実施したことを確認しま
した。今後は市内の介護事業所や市民
を対象とした研修会や講座の実施を求
めます。
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④包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

1)包括的・継続的なケ
ア体制の構築

・医療機関や介護保険事業所との連携体
制を得られやすいような働きかけを行っ
ている。
・様々な社会資源を活用できるよう地域
の連携・協力体制の整備を図っている。
・介護保険事業所職員や市民を対象とす
る研修会や出前講座について、計画書を
市へ提出し、開催している。
　[研修会開催の回数：年2回以上]
　[出前講座開催の回数]

3

・介護保険事業者に対し「意思決定支
援研修会」をオンラインにて開催し
た。
・市民を対象とした「MCI研修会」を
ハイブリッドに開催した。
・三島圏域リハビリテーション連絡
会・研修会に参画し「コロナ禍の退院
支援」についての意見交換や摂津市の
介護予防の取組の発表を行った。
・吹田市の3基幹病院（済生会吹田病
院、吹田市民病院、吹田徳洲会病院）
と介護支援専門員との連携研修会を開
催した。
・「介護保険サービス利用者の障害福
祉サービス利用にかかる相談」につい
て相談受付が１件あった。
・介護保険関係職員と障害福祉関係職
員等との事例検討会はコロナ禍により
中止となった。
・令和3年度に開催予定の「生活支援
コーディネーター研修会」の開催に至
らなかった。
・人間科学大学へ「地域共生社会にお
ける地域包括支援センターの役割」に
ついて出前講座を行った。
[研修会開催の回数：年3回]
[出前講座開催の回数　1件]

＜課題＞
・事例検討会の開催方法について検討
の必要がある。

＜今後の取組＞
・オンライン研修会の効果的な運営方
方法の検討を行う。
・「生活支援コーディネーター研修
会」を開催し介護支援専門員に様々な
社会資源の活用ができるよう情報発信
を行い、生活支援コーディネーターと
の連携を深める。

4

コロナ禍ではありましたが、オンライ
ンを活用して各種研修会を行ったこと
を確認しました。特に、吹田市の基幹
病院と介護支援専門員との連携研修会
については、ケアマネジャー部会や在
宅医療・介護連携支援コーディネー
ターとも連携し、病院・介護支援専門
員の双方にとってニーズに即した充実
した研修となっていました。開催を予
定していた「生活支援コーディネー
ター研修会」は開催に至らなかったも
のの、ニーズに応じた研修会を行って
おり、また多機関の連携を推進するに
ふさわしいものと評価します。

2)地域における介護支
援専門員のネットワー
クの活用

・主任介護支援専門員間の連携を図ると
ともに、ケアマネジャー部会の支援を
行っている。
　[主任介護支援専門員連絡会開催の回
数：年1回以上]

3

コロナ禍により「ケアマネジャー部
会」はオンラインにて１回開催できた
が、主任介護支援専門員連絡会の開催
ができなかった。
事業者連絡会、ケアマネジャー部会、
包括との医療・介護連携研修会の調整
会議を２回行った。

＜課題＞
・介護支援専門員の退職等により員数
変更が多く、市内の介護支援専門員の
人数が把握できていない。
・介護支援専門員間の交流が充分図れ
ていない。

＜今後の取組＞
・主任介護支援専門員連絡会の開催。
・オンライン研修会の効果的な運営方
方法の検討を行う。
・「生活支援コーディネーター研修
会」を開催し介護支援専門員に様々な
社会資源の活用ができるよう情報発信
を行う。

2

主任介護支援専門員連絡会の開催がで
きなかったため「2」としています。
介護支援専門員と打ち合わせを行い、
ケアマネジャー部会の開催に向けた助
言を行ったことを確認しました。オン
ラインの活用等、介護支援専門員間の
交流を促す働きかけを求めます。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

3)介護支援専門員に対
する個別支援

上記の「5．介護支援専門員に対する支
援・指導」に記載。 ― ― ― ― ―

上記の「6．地域ケア会議の運営」に記
載。 ― ― ― ― ―

・「在宅医療・介護連携推進事業」企画
会議に参画し、センターの役割を発揮し
ている。
・在宅医療・介護連携推進のための多職
種連携研修会に参画している。

3

・連携シート等の利用を包括内で促し
ていること、地域ケア会議の現状等を
伝えている。
・多職種連携研修会は中止となった。

＜今後の取組＞
・関係機関との連携を密にする。

4

コロナ禍により、市が主催する企画会
議や多職種連携研修会は実施できませ
んでした。センターでは、ケアマネ
ジャー部会や在宅医療・介護連携支援
コーディネーターと協力し、医療機関
との連携研修会を行う等、医療と介護
の連携に向けた取組を行っていること
を確認しました。研修会は病院・介護
支援専門員の双方にとって非常に有意
義なものとなっていましたので、指標
以上の取組として評価しています。引
き続き医療と介護の連携の促進に向け
た取組を続けるとともに、ケアマネ情
報シールの普及等、より一層の連携の
推進に努めてください。

・生活支援コーディネーターとの連携を
図っている。
・暮らしの応援協議会（協議体）に参画
している。

3

・生活支援コーディネーターとの会議
を3回行い、三島市営住宅での「より
そいクラブ」の活動実施に向けて話
合った。
・暮らしの応援協議会に１回参画し
た。

＜今後の取組＞
介護支援専門員を対象とした生活支援
コーディネーター業務についての研修
会を行い生活支援コーディネーターと
の連携を深める。

2

・第2層生活支援コーディネーターが
中心となって取り組む生活支援有償ボ
ランティア「よりそいクラブ」のモデ
ル事業の開始に向けて、打ち合わせに
参加したことを確認しました。
・モデル事業の開始後に「よりそいク
ラブ」の利用相談を行い、活用に努め
たことを確認しました。開催予定と
伺っていた介護支援専門員向け研修が
行えていないため、令和4年度早々に
実施していただくことを求めます。

⑤地域ケア会議推進業務

⑥在宅医療・介護連携推
進業務

⑦生活支援体制整備業務
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

一般介護予防事業
1)介護予防講座の普
及・啓発

・「はつらつ元気でまっせ講座」や「高
齢者通いの場」等の普及・啓発を図って
いる。
　[「はつらつ元気でまっせ講座」や「高
齢者通いの場（委託型つどい場、補助型
つどい場、街かどデイハウス）」の普
及・啓発の件数：年3件以上] 3

・高齢者通いの場、街かどデイハウス
へ認知症予防や摂津はつらつ脳トレ体
操に関する啓発と共に、「はつらつ元
気でまっせ講座」の啓発を実施した
（年9件）。
・窓口に来所された方へ高齢者通いの
場を案内した（年2件）。
・社協ニュースに高齢者通いの場への
参加を啓発する記事を掲載した。
・高齢者通いの場への参加を啓発する
リーフレットを作成し書面開催された
地域ケア会議に送付した。

〈課題〉
・窓口来所の方で、高齢者通いの場を
案内可能な方が限られている。
〈今後の取組〉
・新しく開始される訪問Dサービスを
活用し、窓口に来所された方だけでな
く、そのご家族や近隣の方も対象とし
た高齢者通いの場への利用啓発をす
る。

3

・評価指標は一定超えていることを確
認しました。
・今後は、窓口来所の高齢者だけでな
く、居宅介護支援事業所のケアマネ
ジャーにも働きかけを行ってくださ
い。新規事業である訪問Dの活用によ
り、つどい場等への参加に繋がること
を期待します。

2)介護予防講座自主グ
ループ化への支援

・「はつらつ元気でまっせ講座」に積極
的に参画することで受講者への働きかけ
を行い、自主グループ化への支援を行う
とともに、健康づくりグループへの加入
促進を行う。
　[健康づくりグループへの加入促進数：
すべての受講者数]

3

・介護予防講座「はつらつ元気でまっ
せ講座」がコロナ禍において、市民か
らの申し込みがなく開催されなかっ
た。
・高齢者通いの場、街かどデイハウス
に参加されている方が、「はつらつ元
気でまっせ講座」を活用できるように
啓発活動を行った。
・体操に参加したいと相談があった方
には自主グループを紹介した。

〈今後の取組〉
・令和4年度は2件「はつらつ元気で
まっせ講座」開催の申込みが得られて
おり、自主グループ化に向けて支援す
る。

3

コロナ禍により、「はつらつ元気で
まっせ講座」の申し込みがなかったた
め、自主グループ化への支援や健康づ
くりグループへの加入促進ができてい
ませんでしたが、講座の利用につなが
るよう周知活動を行った点を評価しま
した。

3)「せっついきいき健
康づくりグループ」メ
ンバー、老人クラブ、
や民生児童委員等への
支援

・「せっついきいき健康づくりグルー
プ」メンバー、老人クラブ、民生児童委
員等、地域で活動する組織に働きかけ、
介護予防活動を活発に行えるよう、支援
を行っている。
　[支援の件数：年3件以上]

3

・各自が行える食事（栄養改善）に関
するリーフレットを作成して、老人ク
ラブ連合会へ送付、民生児童委員協議
会員に啓発をした。
・「高齢期の健康を守るトレーニング
ガイド」やフレイル予防について、包
括作成のリーフレットと合わせてせっ
ついきいき健康づくりグループへ啓発
をした。一部の健康づくりグループに
おいて、市民間で情報共有をするため
に追加で資料がほしいと申し出があ
り、介護予防活動の一環として活用を
いただいた。

〈課題〉
・介護予防に関して、地域の方が知り
たい内容のニーズが把握しきれていな
い。

〈今後の取組〉
・つどい場や健康づくりグループへお
こなう介護予防の啓発とあわせてアン
ケートを行い。地域の方のニーズ把握
をしていく。
・高齢者の家庭内事故に焦点をあてた
介護予防のリーフレットを作成し、各
グループへの周知活動を実施する。

3

・今後は、ガイドやリーフレット以外
にも健康づくりグループへの訪問も考
えていることを確認しました。
・引き続き、各種団体への支援を実施
するとともに、健康づくりグループの
団体数が減少傾向にあるため、介護予
防活動を活発に行えるよう、積極的な
支援をお願いします。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

4)「せっついきいき健
康づくりグループ」へ
の支援

・「せっついきいき健康づくりグルー
プ」への支援を通じた地域での介護予防
の場づくりとその展開を行っている。

3

・コロナ禍で高齢者の心身機能の低下
が危惧されてているため、せっついき
いき健康づくりグループへこれまで通
りの摂津みんなで体操４部作の発表会
を開催するのではなく、一人でも継続
できるトレーニングを主体とした勉強
会を2日間に分けて開催し、介護予防
の場づくりをおこなった。

〈課題〉
・コロナ禍において、各グループの活
動状況に差が生じている。

〈今後の取組〉
・令和4年度は、令和3年度と同様の勉
強会開催に加えて、定期的に活動でき
ているグループを主体として摂津みん
なで体操4部作の発表を並行して実施
する。令和5年度以降は様々なグルー
プが発表会に参加できるような活動へ
つなげる。

3

・コロナ禍ではありましたが、勉強会
として、集まった人への支援ができた
点を評価します。
・今後は、活動できているグループだ
けでなく、課題に挙がっているよう
な、活動できていないグループにも、
「地域での介護予防の場づくり」とし
て、積極的な情報発信や訪問等による
支援を実施してください。

5)介護保険サービスを
利用していない要支援
認定者へのアプローチ

・通所型サービスＣや高齢者通いの場
（委託型つどい場、補助型つどい場、街
かどデイハウス）の利用につながりそう
な要支援認定者へのアプローチを行って
いる。

4

・月に1度、市役所高齢介護課、保健
センター間でケース会議を開催し対象
となりうる41名に包括がアプローチを
し、9名が利用へとつながった。
・これまでの活動実績報告書を作成し
た。令和元年度から活動を開始し、通
所型サービスCの利用につながる件数
は年々増加した（令和元年度：3件、
令和2年度3件、令和3年度9件）。
・摂津市内の居宅支援事業所に在籍す
るケアマネジャーと地域包括職員を対
象に通所型サービスCに対するアン
ケートを実施した。

〈課題〉
・アンケートの結果、通所型サービス
Cの利用者向上に向けて、居宅のケア
マネジャーに対するアプローチを強化
していく必要がある。
〈今後の取組〉
・これまで通りの活動を継続する。
・ケアマネ部会にて高齢介護課、保健
センターとの3者で通所型サービスC利
用向上に向けたアプローチを実施す
る。

3

通所型サービスCの利用に関するアン
ケートを全事業所に実施し、その結果
から通所型Cの効果や必要性を周知す
る必要があることを認識していること
を確認しました。また、今後、アン
ケートの結果を活かし、ケアマネ部会
で周知し、利用者の促進につなげてい
く予定であることを確認しました。

介護予防ケアマネジメント・指定介護予防支援事業
自立支援に向けたケア
マネジメント

上記の「4．介護予防ケアマネジメント」
に記載。 ― ― ― ― ―
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

直営担当件数 ・3専門職種、介護支援専門員のそれぞれ
において、職員の直営担当件数に偏りが
なく、適正な件数となっている。
[3専門職種の1か月あたりの直営担当件
数：20件以下]
[介護支援専門員の1か月あたりの直営担
当件数：40件以上] 3

・介護支援専門員は、増減はあるが常
に40件以上を担当している。
・専門職業務との兼ね合いもあるが、
直営の担当件数は偏りが無いように確
認している。
・業務の効率化のために記録の取り
方、プラン作成のポイントについて包
括内で周知を図った。
[3専門職種の1か月あたりの直営担当
件数：20件以下]
[介護支援専門員の1か月あたりの直営
担当件数：40件以上]

<課題>
・業務の多様化により、専門職が直営
を担当することは場合により負担にな
ることがある。
<今後の取組>
・3専門職が本来業務に集中できるよ
う、都度各々の業務量を考慮して、直
営の担当者を決めていく。

3

3専門職種の1か月あたりの直営件数12
件、介護支援専門員の1か月あたりの
直営担当件数43件であることを確認し
ました。（令和3年3月末時点）
指標は一定達成していると評価してい
ます。
課題に関して、困難ケースが重なった
場合に特に負担になっていることを確
認しました。件数だけでなく、定期的
に専門職の業務量も確認し、専門職・
介護支援専門員間で業務を分散できる
よう努めてください。

委託の適正化 ・委託先の指定居宅介護支援事業所が作
成する介護予防サービス計画の原案が適
切に作成されているか内容の妥当性等に
ついて確認を行っている。

3

・センター窓口で委託書類を受け取る
時、窓口で確認する事項を全職員が共
有できるようにマニュアルを掲示して
いる。その後、利用者に添った計画書
が作成されているか等の内容の確認を
行っている。

<課題>
・要支援認定の増加により、内容を精
査する時間が取り難くなっている。大
きな問題が無ければ、後方支援が必要
な判断も遅れる可能性がある。
<今後の取組>
・委託事業所へ計画書の作成ポイント
を伝える。
・包括職員各々の業務量を考慮しなが
ら委託数に偏りが出過ぎないように確
認していく。
・引き続き、委託書類の窓口での確認
を確実に行い、担当が必要な内容等に
専念できるようにする。

3

・窓口で委託書類の受取時の確認事項
を記したマニュアルを作成し、運用を
改善しており、特に、新規採用の職員
が窓口対応する際に、活用されている
ことを確認しました。
・今後、委託先の居宅介護支援事業所
にも作成ポイントの周知を図り、利用
者に沿った適切な計画書作成につなげ
ていくことを確認しました。

・委託先の指定居宅介護支援事業所が評
価を行った際に、評価の内容について確
認を行っている。

3

・委託先の介護支援専門員から提出さ
れた評価や支援経過を確認し、地域包
括支援センター職員よりコメントの記
入を行っている。

<課題>
委託件数の評価内容の確認をするため
には、支援経過等の書類確認に時間が
かかる。
<今後の取組>
・包括内で評価の仕方、ポイントを周
知する機会を持つ。
・委託事業所に計画書と同様、支援経
過の記入方法、注意点等を文書で伝え
る。
・評価の記入ポイントを支援経過同
様、委託先に伝える。

3

コメントの記入を行えていることは確
認しました。
また、挙がっている課題について、す
べて手書きでコメントを記入する必要
があるため、時間がかかることを確認
しました。定型のコメントがあるよう
なら、ハンコの作成等、簡便化を行
い、確認時間の捻出、適切な助言等の
コメント作成につなげてください。

13/14



自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市

評価
市コメント

市記入欄
評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

●「令和３年度認知症総合支援業務委託仕様書」に基づくもの●

認知症総合支援業務 ・認知症支援プロジェクト会議を実施
し、プロジェクトチーム員の主体的な活
動を促している。
［認知症支援プロジェクト会議の開催回
数］

3

・令和3年6月から事務局を引き継ぎ、
摂津市では初めての「認知症ひとり歩
き声掛け模擬訓練」を11月12日に一津
屋（味生小学校区）で開催。開催に向
け会議を重ね、事前に同地区の校区福
祉委員を対象に認知症サポーター養成
講座を開催した。「認知症プロジェク
ト会議」の開催回数：定例会議8回。
コアメンバー会議8回。

＜課題＞
・認知症になっても住み慣れた地域で
安心して暮らし続けることができるよ
うに、市民に認知症について理解して
もらうことが必要。
＜今後の取組＞
・「認知症ひとり歩き声掛け模擬訓
練」を3回実施予定。また、引き続き
認知症サポーター養成講座に講師とし
て協力していく。

4

定期的な会議を重ね、「認知症ひとり
歩き声掛け模擬訓練」の実施につなげ
たことを確認しました。

・総合相談において認知症の相談を受け
ている。
［認知症相談の件数］
・訪問対象者に該当する場合に、認知症
初期集中支援チームとして支援を行って
いる。
［認知症初期集中支援チームへの相談件
数］
［認知症初期集中支援チームの支援件
数］

3

・総合相談において認知症の相談対応
を行っている。
［認知症相談の件数234件］
・令和3年6月以降、総合相談で認知症
の相談を受け、受診勧奨等行った結
果、支援につながるケースが多く認知
症初期集中支援チームとして対応した
件数は4件であった。
・チーム員会議を6回開催。サポート
医の助言と協力も得ながら本人や家族
に対し訪問だけでなく、様々な手法も
取り入れながらアプローチを行った。

＜課題＞
・今後も認知症の相談件数は増加して
いくことが予測される。家族が抱え込
んで対応に苦慮しているケースもあれ
ば、アプローチを試みたが反応が無
かったケースもあり、当事者と支援者
との問題意識の相違がある。
＜今後の取組＞
・認知症の正しい理解と対応方法、相
談窓口の周知活動を継続する。
・地域住民や行政・他職種と連携を図
り対応していく。

3

課題に挙がっている困難なケースが目
立ってくると思われます。
対応者が変わっても、様々な事例に対
応できるよう、対応事例を分類分けし
て、受診に向けたアプローチの方法や
動機付け等の手法等を整理して共有す
ることや、サポート医の助言を得て書
面にまとめ職員間で共有する等、支援
の手法の共有を図ってもよいかと思い
ます。

3.0 2.8
/4 /4

平均値 平均値
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